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1. はじめに 

1998 年秋，英国と 米国で地上デジタル 放送が開 

始された。 これに対して 日本では，未だに 地上デ 

ジタル放送は 開始されておらず ， 2003 年の三大広 

域 圏 での開始に向けて 準備が続けられている。 な 

ぜ，テレビ， VTR, スタジオカメラなど ，放送関 

連 機器の分野で 世界的に強い 日本が，地上デジタ 

ル放送のシステム 構築において 遅れをとるに 至っ 

たのであ ろうか 9 この論文では ， 日本における 地 

上デジタル放送のシステム 構築のケースを 取上げ， 

新技術システムの 開発における 複雑性を分析する。 

2, 分析のフレームワーク 

さまざまな理由によって 増大する複雑さは ，産業 

の意思決定にとって 大きな関心事であ る。 

Miyazaki と Klnima は技術管理の 複雑性の間 題に 

ついて研究している。 技術管理における 複雑な問 

題は，技術と 直接関係する 不確実性の問題と 直接 

関係しない問題のどちらか ( あ るいは両方 ) に関 

係している。 技術が高度・ 多様化するにつれて 最 

適な技術を選択することはどんどん 難しくなって 

いる。 技術管理の複雑性は ， システム，製品，製 

造工程を基礎とした 技術管理の独立性から 起こる 

かもしれないが ，技術変化の 起こるスピードによ 

っても複雑性が 増加する。 

Miyazaki と Knjima は，技術的な 複雑性と異なる 

主体の見解によって 発生する複雑性の 2 つのパラ 

メータを説明することによって ，複雑性の間題を 

分類した。 この結果，例えばあ る複雑なシステム 

は高い技術的複雑性と 低い主体的複雑性のポジシ 

ョンが示され ， また一方で，あ る複雑なシステム 

は 低い技術的複雑性と 異なる目的による 見解的複 

雑性のポジションが 示された。 Mitro はと Lmnstone 

(1993) は，意思決定の 洞察が特定の 視点に依存 

しているような 複雑な状況を 分析するために 

Multipleperspectiveconcept を提案している。 こ 
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の分析では，技術的視点，組織的あ るいは社会的 

視点，私的で 個人的な視点の 3 つの視点を認識し ， 

それぞれの視点は 他の視点からの 原理では理解で 

きない問題の 洞察を明らかにすると 主張している。 

また，彼らはそれ 自身だけで複雑なシステムを 扱 

う には不十分であ り，互いにそれらが 決定と実施 

のためのより 豊富な基盤を 与えるべきであ ると指 

摘している。 

FuUimoto と Miyazaki (2000) は遠隔医療にお 

ける初期の段階のディフュージョンをコンプレツ 

クスシステムとして 捉え， 開発者，利用者，政策 

決定者，機器メーカ 一などの関係要素を 含めた 異 

なる主体の相互関係がいかに 普及を阻害してきた 

か分析し，分析をするためのフレームワークを 提 

供している。 

国家レベルでの 動的な能力を 分析するためには ， 

国内の ネ、 ッ トワーク革命に 焦点を当てた メソ シス 

テム の研究が必要であ る。 Kumaresan  と 

Miyazaki (1999) は主体問の知識流動を 分析する 

ことによって 技術経済 ネ、 ッ トワークをべ ー スとし 

た日本の ロ ポット産業のイノベーションシステム 

を分析した。 

Nelson と Winter (1989) による進化論的経済 

に従えば，企業は 長年における 市場との関わり 合 

いが，探索と 選択のプロセスを 進化させる。 ここ 

では・複雑なシステム 動学を分析ために 進化論的 

経済の考えを 応用する。 

イノベーションの 成功のためには ， しばしば 単 

一なコア技術だけではなく 技術の組合せを 促す必 

要があ る。 逆に， Rosenberg (1976) によれば， 

あ る 1 つの分野のイノベーションは 思いもよらぬ 

方法によって 他の分野のイノベーションを 引起こ 

すこともあ る。 技術的独立性の 考え方によれば ， 

、 ンステムのいろいろな 要素が同等のレベルで 一緒 

に機能しなければならない。 本論文で取り 上げる 

地上デジタル 放送も送信設備システム ，受信設備 
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、 ンステム， 受信機， スタジオシステム ， コンテン 

、 ソ等 ，様々なサブシステムや 技術から構成される 

複雑なコンプレックスシステムであ る。 

8. 地上デジタル 放送のバックバラウンド 

3.1 テレピ放送のデジタル 化 

1970 年代 : キ 一局のテレビスタジオのデジタル 化 

が始まった。 今までのアナロバシステムでは 不可 

能であ った新しい機能がデジタル 化によって可能 

となった。 

19 ㏄年代 : デジタル化によって 画像と音響の 改良が 

行われた。 スタジオではデジタル・プロダクション・ 

スイッチャ一などが 使われるようになった。 

1990 年代 : 放送システム 全体のデジタル 化，つまり 

製作，送信，受信システムのデジタル 化を図り，テ 

レビ局の新館システムの 建設などが多く 見られた。 

現在 : 電波のデジタル 化は， 1994 年，米国における 

デジタル衛星放送から 始まった。 また，最近では 1998 

年 9 月以降， 英 ， 米 ，スウェーデンで 地上デジタル 

放送が始まっている。 一方，日本の BS デジタル放送 

は今年 12 月の開始を目指しており ，急ピッチで 準備 

が進められ， 9 月からは BS デジタル放送向けの 受信 

機の販売も始まっている。 地上デジタル 放送は 2003 

年から三大広域 圏 で開始する予定であ る。 

3.2. 日本のアナロバ ，ハイピジョン 放送の開発 

日本ではテレビ 放送を高画質化する 研究は， 1970 

年の NHK 基礎科学研究所 ( 現在は NHK 放送技術 

研究に合併 ) で始まった。 このとき NHK が採用し 

た放送伝送方式は MUSE という帯域圧縮方式を 利 

用した方式であ り，伝送部分だけがアナロバ 信号で 

その他の部分はデジタル 信号となっている。 

1986 年，ジュネ 一プで 行われた CCIm 総会にお 

いて，日本は MUSE 方式を高画質放送の ズ タジオ 

規格の世界標準にすることを 提案した。 しかし， 

実際には，放送関連機器の 貿易摩擦問題と 欧州方 

式 との走査線数の 違いによって 世界標準には 採用 

されなかった。 ( 現在は世界標準になっている。 ) 

しかし， MUSE 方式は衛星放送によって ， 1989 

年に日本でサービスを 開始し，高画質放送を " ハ 

イビジョン " と 名づけた。 

3.8. 初期デジタル 放送の開発 

完全デジタル 放送技術の開発は ， 1990 年に米国で 

独自のデジタル 圧縮技術が開発されたことによっ 

て始まった。 初期 (1990-97) の地上デジタル 放送 

技術技術開発の 日米比較を表 3.3. に示す。 

表 3.3.  初 

デジタル 

方式の開 
発を本格 
的に始め 
た 時期 

開発方法 

次世代の 
放送に関 
する考え 

採用を目 
的として 
開発した 
デジタル 

方式 
促進要因 

阻害要因 

 
 
l デジタル放送技術開発の 日米比較 (19 ㏄・ 97) 

( 日本 )  1997 年～ 
( 地上デジタル 放送の開始予定 2002 年 ) 
( 米国 ) 1993 年～ 
( 地上デジタル 放送の開始 1998 年秋 ) 

( 日本 ) 政府機関．放送機器製造業，放送事 
業者でデジタル 化に対する意見が 対立。 各機 
関 で独自に技術を 開発。 
( 米国 ) デジタル圧縮方式を 4 つに絞り ，企 
業 間の競争による 技術開発をした。 

( 日本 ) 高画質化とマルチ 情報の伝達を 可能 
にする技術を 開発。 
( 米国 ) 高画質化を可能にする 技術を開発。 

( 日本の方式 ) 高度なサービスを 可能にする 
技術であ るが，複雑で 開発が難しい。 
( 米国の方式 ) 他の方式に比べると 単純な技 
術 で開発が容易。 ただし，高度なサービスに 
は 対応出来ない。 

( 米国 ) 米国産業の保護と 軍事技術への 応用 

( 日本 ) 既存技術の研究開発穏の 回収。 アナ 
ログハイビジョン 受信者の保護。 

4. 方法論 

最初の分析として ， US 特許データと 論文データを 

用いて日米の 技術競争力の 比較を行った。 次に，地 

上デジタル放送のシステム 構築過程における 促進・ 

阻害要因の特徴を 見つけ出すために ，地上デジタル 

放送と関係の 強い企業，放送局，国家機関の R&D 

マネジヤニ研究所ディレクタコ 政府の方にイン 

タビューを行った。 また， Miyazaki 自身も電気通 

信技術審議会と 呼ばれる政府諮問機関メンバ 一の 1 

人であ り， この分野とは 関係が深い。 

5. 結果 

5.1. 技術開発能力の 比較 

まず，特許データと 論文データを 用いて， 日米の 

要素技術研究開発がどの 分野に力を入れているの 

かを比較した。 結果を表 5.1.1 に示す。 
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表 5.1.1.  日米の要素技術の 開発 (1) 

技術の分類 日米比較 

  受信機，放送機器など 日本の方が強い。 

  圧縮技術 米国の方が強い。 
  処理 業俺系 若干， 日本が強い。 
信号処理系 特に差がなれ。 

変調方式 国 によって方式が 異な 

  1 6 。     
次に， 日米の要素技術研究開発の 機関構成を特許 

データと論文データから 分析した。 結果を表 5.12. 

に示す。 

表 5.1.2. 日米の要素技術の 開発 (2) 

要素技術の研究開発の 中心 

日本 自国 ( 日本 ) 企業が中心 

米国 外国企業 ( 特に日本企業 ), 大学，国家機 
関が中心 

5.2. 促進・阻害要因の 分析 

以上により，地上デジタル 放送の要素技術力 は つ 

いて日米に異なる 特徴があ ることが分かった。 し 

かしながら，米国の 技術開発において 日本企業の 

役割が大きいことや 両国が力を入れている 技術分 

野 が異なることなどから ， 日本の地上デジタル 放 

送のシステム 構築が遅れた 主な理由が技術的な 能 

力の不足によるものであ ると判断することはでき 

ない。 

ここでは，地上デジタル 放送のシステム 構築に関 

して，技術とは 関連性の弱い 促進・阻害要因につい 

て，政府機関，放送事業者・ 放送機器製造業者の 3 

つの機関に分類して 地上デジタル 放送のシステム 

構築への期待・ 展望を比較する。 結果を表 5.2. に示 

す。 地上デジタル 放送の初期導入を 遅らせてきた 主 

な問題はチャンネルプランの 作成，事業者の 膨大な 

設備投資額，コンテンツ 不足，視聴者のニーズが 明 

かでないこと ，受信機の開発，著作権 のルールなど 

が上げられる。 特に日本の場合は ，地形の影響もあ 

り，狭い国土の 中で，放送局の 密度が高く，チャン 

ネルプランの 作成が困難であ り，国家的な へ / ベ一 

，ンコ ンに影響を及ぼしている。 

結果から，各機関によって 地上デジタル 放送のシ 

ステム構築に 対する促進・ 阻害要因が異なり ，それ 

らを調整することが 非常に難しいことが 分かった。 

6. 考察 

本論文では， 日本が地上デジタル 放送のシステム 

構築で遅れをとった 理由について 分析した。 5.1. と 

5.2. の分析の結果から ， 日本における 地上デジタル 

放送のシステム 構築の遅れが 技術的な能力の 不足 

が 原因でないことが 分かった。 さらに 5.2. の分析か 

ら，各機関によって 地上デジタル 放送のシステム 構 

築に対する促進・ 阻害要因が異なることが 分かった。 

各機関の地上デジタル 放送へのパースペクテイプ 

が異なることによって ，デジタル化するまでに 必要 

とされる準備期間や 開発速度を調整する 必要があ 

ることによる 要因が大きいと 考えられる。 日本にお 

ける地上デジタル 放送のシステム 構築のケースで 

は，技術とは 直接関係しない 要因によって ， 新シス 

テムの開発の 複雑性が増加したと 考えられる。 分野 

は異なっているにも 杓 わらず，遠隔医療の 導入 ケ一 

スと 同様に，各主体の 新技術に対する 異なるパース 

ペクティブが 複雑に絡んで 初期の普及を 遅らせて 

いることが指摘される。 

しかしながら ，早 い 段階で地上デジタル 放送を開 

始した米国もデジタル 放送が順調に 進んで い るよ 

う に は 感じられない。 複雑な新技術システムの 構築 

や 導入には，マーケットニーズを 絶えず把握し ，制 

度的な問題を 解決しながら・ 異なる機関のパースペ 

クティブを調整し ，導入を慎重に 進めて行く必要が 

あ る。 

本論文は，放送のデジタル 化という流れの 中でも 

特に地上デジタル 放送を中心に 分析を行ったが ，放 

送のデジタル 化という新システムの 開発における 

複雑性の分析には ，さらに大きなフレームワークで 

分析を行う必要があ ると考えられる。 また，デジタ 

ル放送の発展に 伴って新たに 発生する問題点を 見 

つけ出し，研究を 続けて行きたいと 思，ぅ 。 

本研究をまとめるにあ たり， さまざまな意見をく 

ださった，郵政省，日本放送協会，社団法人電波産 

業会，企業はじめ 多くの方々にお 礼申し上げます。 
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臣関 における促進・ 阻害要因 
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コ の り 

く 促進要因》 
0  あ らゆる チ ジタル情報を 伝送できる，また 電波を有効に 利用できる。 
0  経済的な波及効果が 期待される。 
0  グローバルスタンダードに 向けた技術開発を 進めることができる。 
く 阻害要因》 
● 技術の標準化による 技術の普及に 関するメリット と ，標準化しないことによる 技術の分散的な 
発展のメリットの 両方を慎重に 考える必要があ る。 
● デジタル放送とアナロバ 放送の同時放送期間のチヤンネルプランが 非常に難しい。 
● 放送のデジタル 化による各放送局の 膨大な資金的負担を 支援する必要があ り， どこまで支援す 
る 必要があ るかを協議する 必要があ る。 
● 著作権 の問題など，新たに 発生する問題をシステム 的に整備する 必要があ る。 

く 促進要因》 
0  デジタル放送関連機器の 買い換え需要が 見込める。 
0  新技術の学習ができる。 
0  デジタル放送の 潜在的可能性を 最大限に活かすことによって 製品の新しい 差別化が可能になる。 
く 阻害要因》 
● 高機能な受信機であ るにもかかわらず．それを 安くかつ早く 普及させる必要があ る。 
● どのようなサービスを 視聴者に提供できるか 明確でないので 機能とコストのバランスが 難しい。 
● 放送， コンピュータ ，通信の境界が 崩れ， 開発の複雑さが 増大する。 

く 促進要因》 
0  デジタル化により ，今までにない 全く新しいサービスの 提供が可能になり ，新しいビジネスの 可能性 
が増加する。 

0  デジタル化により ，スクランプル ( 視聴者を限定するシステム ) やぺ イバービュー ( 視聴に応じた 課 
金システム ) が可能になり．新しい 事業収入システムを 再考できる。 

く 阻害要因》 
● 新しいサービスに 対する潜在的なニーズが 明らかでない。 
● スタジオをデジタル 放送に向けて 整備・強化する 必要があ る。 また．放送局． 中継局，送信設備への 
膨大な資金投資も 必要であ る。 

● 多チャンネル 化によってコンテンツが 不足する。 一方で，スポーツのような 人気のコンテンツは 破格 
的に値が上がりすることが 予測される。 よって，高品質なコンテンツを 効率良く生産する 能力を身に 
つけることが 要求される。 

● 現在までは広告によるものが 大半であ るが，チャンネル 数は増えても 視聴者の視聴時間には 限りがあ 
るので，事業収入システムを 再考する必要があ る。 
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等の開始について 12 月 25 日，アナロバ 方式による高精細度テレビジョン 放送の今後について 1998 年 12 月 24 日，地 

上 チ ジタル音声放送暫定方式の 策定 一 電気通信技術審議会デジタル 放送システム 委員会審議報告 一 11 月 30 日，アナロ 

グ方式による 高精細度テレビジョン 放送の今後について ～意見募集の 実施～ 1998 年 10 月 28 日， B5 一 4 後発機にお 

ける BS アナロバ放送のサイマル 放送について ～届出結果～ 11 月 16 日   アナロバ方式による 高精細度テレビジョン 

放送の今後について ～一般の方々からの 意見募集実施～ 11 月 10 日 

nln] 杉本篇 美 " デジタル放送雑感 " 1998. 
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